
4

＜本件に関する問い合わせ先＞
こくみん共済coop〈全労済〉ブランド戦略部　〒151 - 8571 東京都渋谷区代々木2－12－10 電話：03 - 3299 - 9209

2020年8月・号外

修 正 自 己 資 本 9,818億円

修正自己資本比率 25.2％ 自己資本
異常危険準備金　　
価格変動準備金　　

39,009 －
合　　計
総資産額

摘　要 金　額 金 額
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金　額 比率 比率
2018年度 2019年度

1,340億円 基礎利益
　　 費差損益
　　 利差損益
　　 危険差損益

増 減
1,130

5
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1,340
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△ 9
1,344

摘　要 2018年度 2019年度

1,990.9％ 支払余力総額（A）
リスクの合計額（B）
支払余力比率

（A）/｛（B）×（1/2）｝×100

摘　要

（注1）消費生活協同組合法施行規則ならびに同法施行規程にもとづいて算出しています。
（注2）生命共済事業と損害共済事業の両方を実施しているため、生命保険会社または損害保険

会社のソルベンシー・マージン比率と単純に比較できません。

（注）基礎利益は、経常剰余金から有価証券売却損益等の「キャピタル損益」と異常危険準備金繰
　　入額等の「臨時損益」を控除した額です。

2019年度2018年度
12,451 744
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1,376
13,195
1,326

1,810.1％

△50

180.7P1,990.9％

実 質 純 資 産 額 1兆7,673億円

実質純資産比率 45.3％
実質純資産額
実質純資産比率

2019年度
17,666
45.8％

17,673
45.3％

摘　要

（注）実質純資産額とは、異常危険準備金等を含んだ広義の「自己資本」に「含み損益」を加算
した額です。言い換えると、時価ベースの総資産額から負債（異常危険準備金等の資本性を
有する負債を除く）を引いた額です。

2018年度

大規模災害への対応
■共済金の迅速なお支払いに向けて ■支払業務改善策の進捗状況

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

増 減

増 減

2019年度  事業と経営の概況
（2019.6～2020.5）

〈被災受付・共済金等支払状況（2020年5月31日時点・住宅損害）〉

※調査等完了件数には、共済金等のお支払いの対象とならなかった事案を含む。

全国労働者共済生活協同組合連合会

　自己資本が145億円増加したことに加え、価格変動準備
金や異常危険準備金の増加により、修正自己資本は前期比
366億円増加し9,818億円、修正自己資本比率は25.2％
となりました。

　費差益は5億円、利差損は9億円、危険差益は1,344億円
となり、基礎利益は前期比211億円増加して、1,340億円と
なりました。

　リスクの合計額が、50億円減少したことに加え、純資産
の増加や追加責任準備金の積立等により支払余力総額が
744億円増加したため、支払余力比率は前期比180.7ポイ
ント上昇し、1,990.9％となりました。

　実質純資産額は、自己資本や資本性を有する諸準備金の
積み増しを行ったことなどから、前期比7億円増加して、1兆
7,673億円となりました。

　8月に発生した「九州北部の記録的大雨」、9月に発生した
「台風15号」「台風17号」においては、被災地域における現
場調査活動を基本に全国の職員による組合員対応をすすめ
ました。
　その後、10月に発生した台風19号以降は、調査（審査）方法
を現場調査から書類審査（見積書等の書面による損害認定）に
切り替え、より迅速な共済金のお支払い対応をすすめました。

　2018年度の大規模災害対応を通じて明らかとなった課題
に対応するため、2019年度は被災受付機能の改善、損害調
査事案の画像イメージ化、アウトソーシングを活用した被災受
付通知の発行、発送の迅速化などをすすめました。
　また、BCP対策として被災受付対応拠点の効果的な分散配
置に向けて、2020年4月に「東京損害事故受付センター」を開
設しました。今後は大規模災害発生時の被災受付や、集中支
払業務等の災
害対応全般を
取り扱う多機
能センターとし
て活用をすす
めていきます。

 
 

罹災調査の様子

九州北部の記録的大雨 600件 568件 4.1億円

　2019年台風15号 37,552件 33,381件 133.2億円

　2019年台風17号 4,452件 4,027件 11.0億円

　2019年台風19号 26,984件 22,713件 139.0億円

　2019年台風21号 1,011件 835件 5.2億円

　　合　　　　計 70,599件 61,524件 292.5億円

災　　害　　名 被災受付
件数

調査等完了
件数※ 支払金額合計

Ⅴ 組合員の信頼に応えられる充分な保障力を確保しています
公式キャラクター
ピットくん

2019年度の事業に関する主な取り組みと特徴
　New-Zetwork（2018年度～2021年度中期経営政策）の2年目として「Zetworkスタイル」（お役立ち発想と
共創活動にもとづく新しい事業と運動）の構築と段階的実行をすすめました。

■新しいブランドの展開
○もっと愛され、親しまれる存在となるために。2019年6月から新しい姿を表す愛称「こくみん共済 coop」の使用を開始し
「たすけあいの輪をむすぶ」を合言葉に、さまざまな活動を展開しました。

■商品・サービスの提供
○組合員の声に応えて、こくみん共済・総合医療共済・せいめい共済をリニューアルしたほか、マイカー共済・個人賠償責任共
済についても改定を行いました。
○大規模災害への対応では、一日も早く共済金をお届けするため、全役職員が一丸となって対応しました（詳細は4ページを
ご参照ください）。

■協同組合らしい社会課題解決への取り組み
○たすけあいにあふれた社会をつくるため、たすけあいを啓発する「ENJOYたすけあい」を開始しました。
○子どもたちを交通事故から守るため「7才の交通安全プロジェクト」を実施。全国の児童館などに横断旗（8.5万本）を寄贈し
ました。
○「防災・減災活動」「環境保全活動」「子どもの健全育成活動」を柱に、さまざまな活動に取り組み、地域貢献助成として、
市民団体等79団体に総額1,965万円を助成しました。

新型コロナウイルス感染症への対応

○新型コロナウイルス感染症を直接の原因として死亡・当会
所定の重度障がいの状態（一部の保障は後遺障がい）に
該当した場合に、災害死亡共済金等のお支払いの対象とし
ました。
○医師の指示で医療機関に入院された場合や、医療機関の
事情により自宅療養となった場合等も、病気による入院共
済金のお支払いの対象としました。

○組合員・お客さま、ならびにこくみん共済 coop グループで
働くすべての関係者、関係諸団体の感染防止・安全確保を
最優先とした行動を徹底し、さまざまな対策を実施しました。

○感染拡大によって社会不安が広がる中、感染拡大防止に向
けた啓発と、心の繋がりやたすけあいを促進するため、
WEBサイトを中心として組合員・社会に向けて「今できる
たすけあい」を展開しました。
○医療・介護従事者を
支援し、協同組合の
連帯・連携をすすめ
るためのさらなる取り
組みとして、日本医療
福祉生活協同組合連
合会にマスク10万枚
を寄贈しました。

■共済制度における取り扱い

■感染拡大防止の取り組みと業務体制

■社会的な取り組み

マスク寄贈式の様子

基　礎　利　益 

支 払 余 力 比 率 
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（注）百分率（％）は、運用資産に対する割合を示しています。

特別損失　

共済金等支払額
4,284億円

355億円

467億円

16億円

1,390億円

3億円

88億円

628億円

（うち支払共済金 ： 3,337億円）
（うち支払再共済掛金 ： 222億円）

事業経費　

共済契約準備金繰入額

その他経常費用　

資産運用費用  

共済掛金等収入
5,751億円

（うち受入共済掛金 ： 5,640億円）
（うち受入再共済金 ：　　99億円）

共済契約準備金戻入額

その他経常収益等 24億円　  

3,043億円（8.6%）

■資産と負債・純資産の状況

その他の負債 928億円
価格変動準備金 840億円

  

純資産　4,741億円

負債・純資産の部
3兆9,009億円

共済契約準備金
3兆2,499億円

貸付金　79億円
運用不動産　20億円

その他の運用資産 1,196億円
その他の資産　1,195億円

繰延税金資産 2,511億円

（うち業務用固定資産：673億円）  

資産運用概況

■運用資産の状況

■運用環境（2019年5月～2020年5月）■損益の状況

※法人税等と法人税等調整額との相殺額

75
370
183
245
428

億円
億円
億円
億円
億円

法人税等※

割戻準備金繰入額
当期剰余金
当期首繰越剰余金・任意積立金取崩額
当期未処分剰余金

税引前当期剰余金　

経常収益計 
経常費用計 
経常剰余金 

費用

■総資産の推移

2018

2017

2019
（年度）

0 3.0 3.5 4.0（兆円）

3兆9,009億円

3兆8,566億円

3兆8,131億円

資産運用収益 523億円　

特別利益 0億円　

　経常剰余金は、前期比92億円増加の716億円と
なりました。当期未処分剰余金は、428億円となりま
した。

（1）経常収益は、前期比16億円増加の6,764億円と
なりました。このうち受入共済掛金は前期比84億
円減少の5,640億円、共済契約準備金戻入額は
前期比107億円増加の467億円となりました。

（2）経常費用は、前期比76億円減少の6,049億円と
なりました。このうち、共済金等支払額は前期比
234億円減少の4,284億円、共済契約準備金繰
入額は355億円となりました。

（3）特別損失の一部として、保有資産の価格変動リス
クに備えるため、価格変動準備金を85億円計上し
ました。

（4）法人税等※、割戻準備金繰入後の当期剰余金は
183億円となりました。

組合員への割戻金の総額は370億円に
　契約者割戻金は、団体生命共済161億円、こくみん
共済（短期）149億円、個人長期生命共済51億円、
新団体年金共済6億円、終身共済3億円の合計370
億円を計上しました。

（1）総資産は、前期比444億円増加の3兆9,009億円となり
ました。

（2）負債は、前期比295億円増加の3兆4,268億円となりま
した。このうち、共済契約準備金は、追加責任準備金な
どの積み立てにより3兆2,499億円、価格変動準備金
は、840億円となりました。

（3）純資産は、前期比148億円増加の4,741億円となりまし
た。このうち、会員資本は、4,550億円となりました。

　共済掛金は、将来の共済金などの支払いに備え、堅実な
資産運用を基本として運用しています。
　資産運用にあたっては、総合的なリスク管理のもと公社
債を中心に利息収入を安定的に確保したうえで、外国証券
などによる運用をあわせて行い、収益性の向上を目指して
います。

（1）国内金利（新発10年国債利回り）は、一時－0.3％付近
まで低下した後、米中関係の改善期待等を受けて年末
にかけて0％付近まで上昇しました。2月以降は、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大により一時－0.1％台ま
で低下したものの、その後は0％付近に持ち直して推移
しました。
海外金利(米10年国債利回り)は、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大により0.5％台まで低下し、米中央銀
行がゼロ金利政策等の金融政策を導入したため、その
後も低調に推移しました。

（2）2019年度は、公社債の取得を基本としつつ、外国証券
も取得しました。

（3）運用資産は、前期比344億円増加して3兆5,303億円
となり、構成率は運用の中核である公社債が74.9％、
外国証券が8.6％となりました。

（4）資産運用純益は507億円、運用利回りは1.46％となり
ました。

資産の部

Ⅰ 契約高は767兆円、支払共済金は3,337億円となりました Ⅲ 総資産は3兆9,009億円となりました

Ⅱ 経常剰余金は716億円、当期未処分剰余金は428億円となりました Ⅳ 公社債を中心とした資産運用により、資産運用純益は507億円となりました

6,764億円
6,049億円
716億円

火 災 共 済 万件
自然災害共済 万件
交通災害共済 万件

団体生命共済 

万件

こくみん共済

万件

団体生命移行共済 

万件
万件

自賠責共済

個人長期生命共済 
8万件

 80万件

終　身　共　済
80万件

火 災 再 共 済
43万件

慶 弔 再 共 済
17万件
442

マイカー共済 217

万件
受　託　事　業 170

410
216
 270

524
550

25

万件

総契約件数 3,052万件 

ね　ん　き　ん　共　済
新 団 体 年 金 共 済 等

　2019年度は、契約高767兆円（年度目標到達率101.0％）
受入共済掛金5,640億円（同100.7％）、契約件数3,052万件
（同98.4％）、契約口数39.4億口（同100.6％）となりました。

（1）共済別の契約件数は、マイカー共済、自賠責共済、自然災
害共済などの損害系共済のほか、終身共済が前期を上回
りました。一方、その他の生命系共済、火災共済、交通災害
共済が前期より減少しました。

（2）契約口数では、2019年8月に制度改定を行ったこくみん
共済が大きく増加しました。

（3）支払共済金は、2019年8月から10月にかけて日本各地で
相次いで発生した台風による災害などを中心にお支払い
をすすめた結果、3,337億円をお支払いし、組合員の皆さ
まにお役立ていただきました。

■契約件数の内訳 （2020年5月31日現在）

総支払額 3,337億円

火 災 共 済 億円
自然災害共済 億円
交通災害共済 億円

団体生命共済 

億円

こくみん共済

億円
億円

億円

自賠責共済

個人長期生命共済 387億円
832億円

終 身 共 済 158億円
マイカー共済 498

231
273
 37

359
505

15
慶 弔 再 共 済
火 災 再 共 済

36億円
自 動 車 再 共 済

2億円

2億円

個人賠償責任共済 4億円

ね ん き ん 共 済
新 団 体 年 金 共 済 等

(団体生命移行共済含む)

■支払共済金の内訳

■事業の成果（契約状況）

※本資料の数値は、四捨五入して表記しています。

契　　約　　高 767兆円 101.0％
契 約 件 数 3,052万件 98.4％
契 約 口 数 39.4億口 100.6％
受入共済掛金 5,640億円 100.7％

支 払 共 済 金 3,337億円 3,594億円
共済金支払件数 206.7万件 216.7万件

年度目標到達率

前年度

特別損失　 88億円

（支払備金：855億円）
（責任準備金：3兆1,125億円）
 ●未経過共済掛金： 903億円
 ●異常危険準備金： 4,245億円
 ●共済掛金積立金： 2兆5,977億円
（割戻準備金：519億円）

（会員資本：4,550億円）
 ●出　資　金： 1,835億円
 ●法定準備金： 676億円
 ●任意積立金： 1,611億円
 ●当期未処分剰余金：428億円
（評価・換算差額等：191億円）

3兆9,009億円

現金及び預金　2,034億円

有価証券　2兆6,640億円

金銭の信託等　5,333億円

公社債
2兆6,447億円（74.9%）

その他の運用資産 1,196億円（3.4%）
1,150億円（3.3%）

10億円（0.0%）

運用不動産 20億円（0.1%）
長期貸付金 79億円（0.2%）

現預金 2,034億円（5.8%）
金銭債権 1,325億円（3.8%）

その他の証券

外国証券

株式

新発10年国債利回り
（左目盛）

米10年国債利回り
（右目盛）

2.5
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収益

運用資産
3兆5,303億円


